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1 .商人の会計帳簿作成・保存義務
居林次雄
商人は営業上の財産および損益の状況を明らかにするために，会計帳簿を作
成し， 10年間保存しなければならない（商法32条， 36条）。この10年保存の対象
には営業上の重要書類も含まれる。
勿論，この場合の商人は個人企業形態もあれば，法人企業形態もあり，巨大
企業となった株式会社では，その経理組織も複雑多岐となり，コンビュータの
システムに支えられているものも出現している。
商法は，株式会社の会計帳簿や会計の書類については，大株主の閲覧謄写の
対象とし（商法293条ノ 6），閲覧謄写によって企業にマイナスとなり株主共同
の利益を害されることなどを，会社側が立証しない限り，その閲覧謄写を拒め
ないこととしている（商法293条ノ 7）。
このような会計帳簿の作成・保存は営業主自身が企業の経営成績や財政状態
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を知るために必要なものであるが，企業を取り巻く利害関係者（株主・債権者，
従業員，取締役，監査役，会計監査人，検査役，徴税当局，司法当局等）も，
会計帳簿や書類を閲覧したり，この会計帳簿から作成きれる計算書類や付属明
細書を閲覧することによって，それぞれの目的を達成することになる。
これらの計算書類から導き出された各種の企業統計が，国の経済統計の基本
ともなり， GNPの計算など国富の算定に寄与する重要なデータを提供する基
礎となっている。
そこで，企業の会計帳簿は，各企業の恋意的な作成に依らず，一定の法則に
副って記帳し，仕訳けされ，これが試算表から計算書類として作成されるに至
るまで，統一的な会計処理や表示の原則に従うことも要請される。これが企業
の経営成績や財政状態の把握に役立ち，かつ企業間比較を容易にする一助とも
なる。
戦後に制定された「企業会計原則」は，この面で重要な役割を果たし，商法
や税法，証券取引法あるいは業界毎の会計法規の制定や改正等法制面にも，中
心的な役割を荷って来ている。
株式会社が近代経済社会の中心となり，大衆から資本を集めて巨大になるも
のも数多く現れて，資本主たる株主の資産を保護するためにも，会計帳簿や書
類あるいは計算書類の閲覧・謄写請求権を株主に与える，というのが，英米の
コモンローの流れであった。
日本でも戦後に至って，アメリカ流の法制が採り入れられるようになり，商
法上，株主の会計帳簿閲覧・謄写請求権が法定されたが（商法293条ノ 6）これ
までのところ，余り日本でこの問題について訴訟問題に発展することはなかっ
た。
しかし最近に至って，アメリカの投資家が日本の株式会社の株式を取得した
際に，その会社の会計帳簿や書類の閲覧を請求し，これをめぐって訴訟を提起
する例が発生した ~iU）また，株式の非公開の会社においても，会計帳簿や書類
の閲覧に関して訴訟となった事件が起り，会計帳簿の閲覧の範囲をめぐって争
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われるに至った~l:i:2)
日本企業の国際化や日本の株主の権利意識の高揚などにより，今後，会計帳
簿や書類の閲覧・謄写に対する株主の要求も高まってくるものと思われる。そ
こで，近代的な会計帳簿の法的作成義務とその閲覧謄写請求権をめぐって，若
干の考察をしてみたいと考える。 本稿では会計帳簿や計算書類の作成自体に
、メスを入れ，さらに株王の閲覧謄写の対象として，どこまでを含めるのか， と
いう点についても触れてみたいと思う。
（注1) 東京地裁，平成元年6月22日決定，判例時報1315号， 3頁
この判例批評は，黒沼，判例時報1333号217頁以下
（注2) 横浜地裁平成3年4月19日判決，判例時報1397号114夏
この判例批評は，居林，金融商事判例894号， 46頁以下
2.商業帳簿について
－商業帳簿の作成と「企業会計原則J
商法が商人に作成保存を義務づけている会計帳簿は，どのようなものでなけ
ればならないか， といっ点について，商法は細目についての明文の規定を設け
ているわけではない。
昭和37年の商法の計算規定の改正前は，商人に日記帳や財産目録の作成をも
義務づけ，貸借対照表を作成するように規定していたが，明治以来の日本の商
人の大福帳を作成する流れと，財産法を基礎とする大陸性とを受け継いでいる
面も見られた。
つまり日々の取引は日記帳に記録され，決算期に財産目録や貸借対照表を作
成して，企業の正味財産を把握し，出資者（株主等）にどれだけの配当をする
ことができるか，といっ判断材料を作成するための覚え書として，会計帳簿を
作成する考え方に立っていた。
この場合の財産の増減は，財産目録や貸借対照表によって判定されるわけで，
前期末と今期末との財産目録とを比較して，その差額を把握することにより，
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利益が挙がっているのか，損失が生じているのかを知るという「財産法」の手
法を念頭に置いた商法の色彩が色濃く出ていた。
株式会社については，近代的な「企業会計原則」を採り入れるところまで進
まず，たとえば棚卸資産の評価については，時価以下主義を採用して，配当可
能利益の算定に主眼を置く法制であった。
このように会計帳簿類は，企業の取引の覚え書きとでも言うべき存在であっ
たと思われる。
しかし昭和37年の商法の計算規定の大改正に当って，このような「財産法J
の手法から「損益法」の手法へ一歩転換し，財産目録の作成よりも，会計帳簿
の継続的な作成により，企業の損益を算定する方法に移行することになった。
このため日記帳や財産目録の作成を強制する条文を廃止し，会計帳簿には企
業の財産や損益状況を明らかにするための事項を記載するように条文の体裁を
大幅に改めたので、あった戸）
その根底には，戦後に制定された「企業会計原則」の流れに副って，正規の
簿規の原則を採用し，企業の会計記録は貸方と借方とに仕訳されて，総勘定元
帳に記載され，仕訳帳や各種の補助簿に継続的に記録されるべきものとする企
業会計慣行を大幅に取り入れることとされたのである。
このような会計記録を営業年度末に締め切って，その帳尻を試算表に転記し
て，これから貸借対照表と損益計算書とを作成するといっ構造を追認する恰好
に改められたのである。
ただし昭和37年の商法改正に当つては，「財産法」の思想が全く退けられた訳
ではなくて，商人の会計帳簿に記載される財産の価額については，商法上，流
動資産，固定資産，金銭債権に限って，総則で原価法を基礎とする規定を置く
こととし，流動資産については，時価法も認めることとした（商法34）。株式会
社については，さらに詳細に資産の評価の特別規定を設けることとし（商法285
条以下），この時点では財産目録の作成自体は，なお商人に義務づけていたので
ある。しかし，株主総会に提出して株主の承認を要すべき計算書類としては，
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貸借対照表，損益計算書，営業報告書及び利益処分案のみとし，財産目録は提
出しなくて良いものとされた（商法281条）。
昭和49年の商法改正において，この点を更に一歩進めて，毎決算期に作成さ
れる計算書類としては，会計帳簿の記録から導かれる貸借対照表，損益計算書，
営業報告書及び利益処分案のみとし，財産目録の作成を不要として，今日に至
っている。ここに至って，「財産法」の色彩は一層稀薄になったと言えよう。
ただし会社が解散するに当っては，精算人に解散会社の財産目録の作成を義
務づけている（商法419条）。
昭和37年に，商法上，資産の評価規定を改めた際には，それまで計上を認め
ていなかった営業権（のれん）について，承継のれん及び合併に当り取得した
のれんを貸借対照表能力ありと定めた（商法285条ノ 7）。また繰廷資産を相当
広く計上できるものとし，（商法286条～287条）引当金についても，計上できる
途を開くなど（商法287条ノ 2）株式会社の計算規定に，損益法の考え方がかな
り取り入れられたと言える？）
しかし損益計算書の勘定の科目毎の内容については，商法上で規定するまで
に至っていない？）
一方，計算書類の表示について，昭和37年に初めて「株式会社の貸借対照表
および損益計算書に関する規則」（法務省令，以下，計算書類規則と略す）が制
定されて，流動資産と固定資産の区分に，ワン・イヤ・ルール（ 1年律）を導
入することなど，「企業会計原則」に副った表示法員リが導入された。このような
流れに副って，企業の会計帳簿の作成も，究極的に商法や計算書類規則に叶っ
たものとなるように整備されて来ている？）
一々の勘定科目について，会計処理や表示について，法令で細かく規定する
ことは大変で、あり，また企業の実態に照らして余りにも画一的になり過ぎて，
適切で、ない面もある。そこで昭和49年の商法改正に当っては，商法32条2項に
おいて，「商業帳簿ノ作成ニ関スル規定ノ解釈ニツイテハ，公正ナル会計慣行ヲ
掛酌スベシ」と規定するにとどめられた。
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この規定は「企業会計原則」を意識して設けられたものであり，これにより
「企業会計原則」は法令として認知されたとする会計学者の意見もある ~t£7)
商業帳簿とは会計帳簿と計算書類を含むので，会計帳簿の作成を商人に命ず
る商法の規定の解釈に当って，「企業会計原則」は有力な解釈の指針であると思
われる。正規の簿記の原則に従って，仕訳伝票や振替伝票を起して，これが総
勘定元帳や仕訳帳，補助簿に記録されるのは，妥当な会計手法であって，これ
を否定する見解は余りないと思われる。
しかし資産の評価規定の解釈に当たっては，「企業会計原則」が一つの指針と
はなるが，さらにこれと異なった解釈も生まれ，また企業において業種・業
態・企業規模などが異なり，「企業会計原則」とは異なった会計処理や手続・表
示も行われていると，それも公正妥当と認められる限り，適法で、あると考えら
れる。そこで「企業会計原則」の記述のみが商法の解釈として唯一絶対のもの
として正ししその他の解釈は誤りであると断定することはできないと思われ
る？）校）
（注3) 昭和37年改正前の商法は32条で「商人ハ帳簿ヲ備へ之ニ日日ノ取引其ノ他財産ニ影
響ヲ及ボスベキ一切ノ事項ヲ整然且明瞭ニ記載スルコトヲ要ス」と定め， 33条で「動
産，不動産，債権，債務其ノ他ノ財産ノ総目録及貸方及借方ノ対照表ヲ作ルコトヲ要
ス」と定めていた。
（注4) 損益法は全面的に取り入れられたとは言えず，その証拠として①繰延資産は改正後
も限定列挙とされ，②損益計算書についての規定は商法上，設けられるに至らず③繰
延べ資産のうち開発費・開業費・試験研究費については，配当制限を加え④無償取得
の資産や営業権についての貸借対照表能力は認められず⑤引当金の規定は不分明で、あ
り⑥割賦販売， リース資産，先物取引等の会計処理も明らかにされていない。
（注5) 損益計算書項目について，何故，商法が会計処理の原則や手続などを本法に採り入
れなかったか。
その答えは，やはり財産法の考え方も根強く残り，とくに株主への配当可能利益さ
え正確に計算できれば，その計上利益がどのような源泉で発生したものでも追求しな
い，とする考え方が基本になった商法の計算規定であると思われるからである。
（注6) 「計算書類規則」の根拠法は商法自体ではなく，昭和13年に制定された商法中改正
法律施行法第49条に依った。
-80 (228) -
（注7) 番場・日下部「新企業会計原則の解説」 14頁， 147頁以下
黒沢清他「新企業会計原則訳解」 404頁以下
稲垣「精説企業会計原則」 10頁以下
中村忠「株式会社の経理と監査」 11頁以下
（注8) 居林「株式会社の決算」 44頁
（注9) 東京地裁判決，平成3年3月19日「有限会社には企業会計原則の適用はない」とす
る。
3 .近代的な会計帳簿
会計帳簿は紙が編綴（へんでつ）されている昔ながらのものでなければなら
ない，というのが，昭和37年改正前の商法の解釈であったと思われる。
したがって会計帳簿のページ数が改ぎんされているものは，何か虚偽の記録
を後から加えたり，不都合な点を削除したりして，虚偽決算の温床になってい
ると考えられ，会計監査に当っては，この点を追求するのが妥当な監査手法の
ーっと考えられて来たのであった。
しかしながら会計伝票によって会計事務が進められるよつになり，計算機が
導入され，やがて明治以来の大福帳を根底とする会計記録とそろばんによる集
計が，近代的な会計経理組織に置き換えられるようになると，わざわざ会計伝
票から会計帳簿へ転記する必要があったのかどうか，疑問視される面も出て来
た。とくにコンビュータの会計組織への導入によって，伝票からパンチカード
の作成が行われ，そこからコンビュータに入力され，機械的に瞬時に集計計算
や仕訳処理が行われるようになると，昔ながらの紙を編綴した会計帳簿のみが，
唯一正統な会計記録である，という認識は薄らぐようになった来た。
勿論，コンビュータの導入過程では，一挙に紙（文書）による記録が全面的
にコンビュータの電磁的記録に置き換えられてしまった訳ではない。
コンビュータを導入した当初は，単に計算機や印刷機としてこれを用い，計
算の結果は一々ラインプリンターで打ち出して紙の上に記録を残すということ
が行われ，強大なプリントアウトの紙が山と積まれ，これが会計帳簿であると
-81 (229) -
いう形をとっていたものが多かった。
計算速度はコンビュータによれば，入手の計算では何日も何か月も必要とさ
れるものも，瞬時にして完了する。しかしこの結果を一々紙の上にプリントア
ウトすると，相当な時間を要する。それでも伝票をそろばんや計算機で集計し
たり，帳簿へ手作業で転記するのに比べれば，極めて速い処理になる訳であっ
fこ。
このような初期的にコンビュータの使用状況下では，紙の上に打ち出された
記録こそが会計帳簿であるという認識に立っていた。これが無駄なコンビュー
タの使い方であり，無理に紙の上に打ち出す作業がコンビュータの処理時間の
大半を食い，コンビュータの活用の不合理きを増していた。
その上に，大量の紙を使用するという欠点もあり，うず高く積まれた紙によ
る会計記録は，まさかの時には何かの役に立つであろう，という気休めきと，
商法上の会計帳簿を作成し， 10年間保存するようにという法的義務の遵守のた
めに形式的に備え置かれる傾向にあった。
しかしながら歳月が経っても，このうず高く積まれた紙の山は，余り利用さ
れることもなく，ひたすら死蔵されるところとなっていった。
必要な部分については，コンビュータに命じて見読可能な状況にする（紙の
上に打ち出すか，ブラウン管のテpィスプレイの上に写し出す）ことができるの
で，不要な紙の山を予め記録として文書の形で作成することに疑問が持たれる
ようになって来た。
このため，まずどうしても必要なものは，マイクロフィルムやマイクロ・フ
イツシュというように，マイクロ化して保存するということが行われるように
なった。
・マイクロ写真の活用
会計記録を紙（文書）として作成・保存すると，前述のように大企業などで
は大量の保存量となるばかりか，廃棄をするときにも，一種の紙公害を粛す。
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これらの文書をマイクロ・フィルムやマイクロ・フィッシュによって置き換
えることにより，保存量も極端に減少し，かつ整理し易いために，再び記録を
閲覧する際にも便利であることが知られて，文書・帳簿のマイクロ写真化も進
んでいる。
とくにコンビュータ処理された会計帳簿は，コンビュータから，一旦，紙の
上にプリントアウトされ，その紙の上の記録をマイクロ写真に撮って保存する
という廻りくどいことをやめて，コンビュータから直接マイクロフィルムに映
像として映し撮られるコンビュータ・アウトフ。ット・マイクロ写真（COM）が
考案きれた。
COMによれば，文書化する手数を一段階省略できるので，処理スピードが高
まり，正確性も期される上に，恐意性も排除きれるという利点があり，今後，
COMは急速に普及するものと思われる。
マイクロ写真による会計帳簿や営業上の重要書類の保存の適法性について
（注10)
は，法務省の民事局長通達がある。 問題は，マイクロ写真化された後の元の
文書形態のものについて，これを何時廃棄して良いか，という点にある。作成
された文書，帳簿類がマイクロ写真で作成保存きれれば，原始記録と同じもの
が保存きれているのと同精度であるから，マイクロ写真化きれると同時に元の
文書，帳簿類は廃棄しても当然であると考えられる。
文書・帳簿類の真偽を確かめるのに，マイクロ写真では，改ぎんされたり，
偽造・変造されても判別できないのではないか，という疑問も出されようが，
企業の経理規定や文書規定によって，通常の事務処理過程の中で作成・保存さ
れている限り，マイクロ写真化きれたものは，何ら改ざん等の手を加えること
なく自動的に作成されているので，信滋性が高いと思われる。かえって，後日，
そのマイクロ写真を変造する方が，通常の文書・帳簿類を変造するよりも技術
的に難しい，という面もあって，マイクロ写真による会計帳簿や営業上の重要
書類の作成保存が，後日の証拠としても信滋性が高い場合も多い。
そこで商法が10年間保存を命じている会計帳簿や営業上の重要書類をマイク
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ロ写真の形で、作成，保存することは適法であると解される戸川
COMはこの意味では，一切文書化されずに，コンビュータの電磁的記録か
ら，マイクロフィルムに直接投影されるので，一層，改ざんや誤謬の介入する
虞れも少なく，文書規定通りに日常の作業過程で作成され続けた COMは，信溶
性が高く，後日の改ざんも困難視されるので，商法の会計帳簿や営業上の重要
書類の作成・保存義務を全うしているものと解される。
・コンビュータによる会計帳簿
今日，銀行のオンライン・システムを始めとして，会計上の記録はコンビュ
ータの電磁的記録（磁気テープ，磁気ディスク，磁気フロッピイディスク，磁
気ドラム等）に依存している面が増加しつつある。
これは，事務処理の迅速化と，正確な計算処理や仕訳を期待できる上に，全
国のどの地点からでも，中央の電磁的記録に瞬時にアクセスすることができる
など，会計記録の処理ならび、に各方面の利用にも便利で、あることも強く作用き
れいる。
これに対して，若し，会計帳簿や営業上の重要書類や文書記録等をコンビュ
ータ化した電磁的記録のような目に見えない形態を一切許さず，必ず書面の形
で、常に作成・保存しなければならない， と企業に強制すると，コンビュータの
有効な利用は大幅に妨げられ．かっ無用な紙屑を大量に発生させ，紙公害を粛
すなど，企業の効率化に逆行するばかりか，社会にとっても有害な副作用も予
想される。
会計帳簿や重要文書の作成保存が，企業活動上で必要で、ある面と，これを企
業の利害関係者が利用するのに便利で、ある面とを観察して，どのような会計記
録がどのような形態で発生し作成保存されるべきかを真剣に工夫し，法制面を
眺めてみなければならない
この意味で商法32条2項で「商業帳簿ノ作成ニ関スル規定ノ解釈ニツイテハ，
公正ナル会計慣行ヲ掛酌スベシ」と規定したのは賢明であって，昔ながらの帳
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簿類や文書類のみが，商法上の会計帳簿や計算書類として適法視されるもので
はなく，近代的なコンビュータやマイクロ写真あるいは COMによる記録が，
広く会計慣行となっている限り，適法なものであると解釈されることを示す結
果になった。
本来は会計帳簿はコンビュータやマイクロ写真で作成する場合，かくかくの
条件を備えておれば適法で許あるとか，何が原始帳滋であるか，閲覧謄写に当っ
て，そのままでは見読不可能なものも，どのような条件を満たせば適法となる
のか， というように，細目を商法で一々規定する立法の方式もあろうデω
あるいはそのままでは見読可能で、ない会計記録や文書記録等については，見
読可能な状態にすることができるものでなければならない， とする半ば包括的
な立法の方式もあろう戸凶
立法の形式としては①後日の閲覧謄写に差支えない限り，如何なる形態の会
計記録，文書記録等でも適法で、あって，特別に弊害がある場合を揚げて，極限
的にある事項を指定して，この事項で禁止していない限り許される，とする「原
則自由」の考え方が，優れていると思われる。②これに対して，法律上，明文
を以て規定された形態の会計記録や文書類のみが適法で、，他は違法で、あるとい
う「原則禁止」「例外自由」の考え方があるが，これは日進月歩の機械文明の後
追いとなったり，企業の活動を妨げたりする度合いが高く感心しない。
この点，明治以来の日本商法は成文法で明文の規定を以て認められない限り，
適法にならないとする②の「原則禁止」の前提で立法や解釈が進められて来た
ように思われる。このため，新しく経済事情が変わって条文上で解釈に困惑す
ることになると，その都度，条文改正を繰り返して，そこまでに判明した条文
の不備を補うこととして来たのであった。
しかし昭和49年の商法改正に当って，「公正ナル会計慣行」を「酪酌」して「商
業帳簿」の作成に関する規定を解釈せよ，という画期的な「原則自由」の規定
を創設したので，ここに一挙に企業合理化が進むことになった。今やコンビュ
ータやマイクロ・フィルム，マイクロ・フイッシュあるいは COMによる会計記
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録や文書記録の作成・保存が進み，これが広く普及しているので「公正ナル会
計慣行」と解される以上，これらのコンビュータ等による電磁的記録もマイク
ロ写真も，適法な会計帳簿や営業上の重要書類としての地位を与えられている
と解される。
商法32条2項は，「企業会計原則」に依る会計処理や表示等について，商法上
白（注14)
で充分に掛酌するために設けられたものであるか， 「企業会計原則」の正規
の簿記の原則に沿って企業の会計処理が行われ，会計帳簿が作成されていく過
程で， コンビュータやマイクロ・フィルム，マイクロ・フィッシュやCOMが活
用され．新しい会計慣行を創出していることも否めないので，本条は，近代化
・機械化されつつある企業会計の諸記録をも是認したものと解するのが適切で、
ある。
（注10) 法務省民事局長回答，昭和49年11月18日（法務省民4第6029号）
（注11) 居林「改正会社法詳解」 180頁
居林「改正会社法と実務の対応」 233頁以下
4.会計帳簿作成の実例
大企業において会計帳簿が作成されている状況は，業種・業態，企業規模等
により千差万別で、あるから，一律に統計を以て示すことができるわけではない。
ここではいくつかの大企業を例にとって，会計帳簿の作成，保存の状況を眺
めてみることにとどめたい
・A社の例
A社は食品製造業であるが，経理組織は経理と財務とに分けられている。各
事業本部毎の損益委任体制を採っているので，各地域の経理課がコンビュータ
で会計数値を集計仕訳けして，本社の事業部へ報告する。本社の経理部は，会
計帳簿としては，汎用コンビュータによって，勘定総合表（決算書類）を作成
し，総勘定元帳，残高資産表，仕訳日記帳，商品台帳，売掛金，買掛金を含む
勘定明細元帳，固定資産台帳，原価計算書等を作成している。
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このような会計帳簿から損益勘定明細書，資産負債勘定明細書，勘定増減明
細書，売掛金明細書，商品買掛金明細表，受取手形明細表，受取・引受手形明
細表，支払手形明細表，商品出納明細表，商品出納附属明細表，資材出納明細
表，経費内訳表，固定資産増減明細表，減価償却費整理科目別内訳表，建設仮
勘定内訳表，長期前払費用内訳表，商品出納明細表，商品出納販売成績明細表，
商品出納販売附属明細表等を作成しているが，これらも，すべてコンビュータ
の記録によっている。
決算に当って貸借対照表や損益計算書がコンビュータの記録によって作成さ
れることは言うまでもないが，商法で要求している附属明細書や営業報告書な
どは，パーソナル・コンビュータで作成される。
また証券取引所へ提出される決算短信や中間決算短信，連結決算短信あるい
は，中間財務諸表の計算書類も，ノfー ソナル・コンビュータで作成される。取
締役会で計算書類を承認するに当り作成される会計上の資料についても，パー
ソナル・コンビュータで作成される。意外なことにこの会社では，連結財務諸
表については，汎用コンビュータによらず，パーソナル・コンビュータによっ
て作成きれている。
以上のように帳簿と呼ばれたり，明細書あるいは明細表と呼ばれたりしてい
るが，何れも会計帳簿であるとして取扱われており，そのコンビュータ化は相
当に進んでいる。
貸借対照表，損益計算書，総勘定元帳，仕訳日記帳，売掛金明細表，商品買
掛金明細表，受取手形明細表，受取・引受手形明細表，支払手形明細表，商品
出納明細表，商品出納附属明細表，資産出納明細表，資材出納明細表，商品台
帳ならびに勘定明細元帳は， COMによっても作成されており，商法上の計算
書類は永久保存とされ，その他は COMによって10年保存とされている。
またパソコンで作成された前述の書類・資料については，永久保存とされて
いる。
・B社の例
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次にB電機メーカーの会計帳簿の作成・保存状況をみると，汎用コンビュー
タで作成きれているのは，
総勘定元帳 磁気テープで保存
補助元帳 I 
補助明細簿 I 
得意先台帳 I 
前払金台帳 I 
」目Lリ，λ王立〈豆，ム口血明豆支 I 
未払金台帳 I 
未払金補助簿 I 
未払金勘定補助明細簿 I 
売上損益勘定補助明細簿 I 
売上原価補助明細簿 I 
仕掛品
＞補助明細簿 I 
未経過費用
等々であり，オンラインで検索可能な状態になっているから，かなりコンビュ
ータ化が高度化していると言える。
またオンライン化までには至らず，バッチ処理でコンビュータによる記録で
作成されているものは，
販売間接費明細表 磁気テープで保存
販売対策費明細表 I 
広告宣伝費明細表 I 
従業員預金台帳 I 
仕掛品明細表 I 
仕掛品補助明細簿 I 
総勘定元内訳簿 I 
受取手形明細簿 I 
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未経過利息仕訳票 磁気テープで保存
等であり， 10年間保存されているのが原則であるが，書面の形にして，磁気テ
ープの記録を消去してしまうものもある。
売上損益明細表，売上原価明細表，仕掛品明細表及び仕掛品・未経過費用残
高明細表はCOMでも作成・保存きれている。
製品勘定補助簿，売上値引戻り高勘定（マージン・リベート）補助明細簿，
売上仮計上合計表，売上仮計上明細表（他社品）等は，書面の形で， 10年間保
存することとされているが，これらは，汎用コンビュータの記録からコンビュ
ータ処理で作成きれている。
次に商法で作成を要求している貸借対照表，損益計算書，営業報告書やこれ
らの附属明細書は，パーソナル・コンビュータで作成され文書の形で永久保存
とされている。
連結財務諸表，中間財務諸表計算書類，有価証券報告書，連結情報，半期報
告書，有価証券届出書等もパーソナル・コンビュータで作成され，文書の形で
永久保存とされている。
以上の会計帳簿類について，両社とも文書でも作成・保存しているものが多
いが，税務調査が済めば，本社に備え置かずに都心から離れた別の倉庫で保存
するものもある。
このように会計記録類のコンビュータ化，マイクロ化は急速に進みつつある 0
・C社の例
きて，総合商社であるC社の会計帳簿をみると，ホストコンビュータで作成
しているのは，総勘定元帳としては，預金出納帳，元帳一般，商品損益元帳，
経費元帳，交互計算勘定元帳であり，保存期間はすべて10年で，ハードコピー
のアウトフ。ットにより保存されている。このうち，元帳一般と商品損益元帳は
オンラインによる検索が可能で、ある。
仕訳帳としては，売上日報，一般仕訳帳，仕訳帳兼記録が，ホスト？コンビ
ュータで作成され，やはり 10年保存（ハードコピー）であるが，これはオンラ
-89 (237) -
インではない。
課別，部別，店別及び各店の日計表類も，ホストコンビュータで作成され，
10年保存は，ハードコピーによる。
勘定残高表類もホスト・コンビュータで作成され，一般課別残高表，手形関
係残高表，輸入為替関係残高表などが作成されており，これらはオンラインで
検索可能で、ある。期末分の残高表のみが，ハードコピーの形で10年間保存され
る。
主な管理・分析資料もホストコンビュータで作成されるが，経費明細，商品
別換算明細，取引先別ポジション明細などがあり，またオンラインによる検索
可能な形で，商品別換算明細，勘定別項目別明細，売掛金回収遅延ポジション
明細などが作成され，これらの資料は，それぞれ必要に応じて保存される。商
法上の保存書類とは考えられていない。
C社は，総勘定元帳の内に明細を持っているので，補助簿は原則として存在
しない青3である。
オンライン検索は，最新データ，毎月データ，前々月データについて可能で、
ある。
C社は商法や証券取引法上で要求される書類と考えられるものを，ホスト・
コンビュータのデータを加工して作成しており，これらは，永久保存としてい
る点に特色がある。
・D社の例
D社は証券会社であるので，証券取引法48条により，顧客に証券売買取引が
成立した時に「取引報告書」を作成して交付する他， 184条により，帳簿，計算
書，通信文，伝票その他の書類を作成し，保存し，大蔵大臣に報告をする義務
がある。
これらの帳簿・文書類は「証券会社に関する大蔵省令Jで細目が定められて
いる。これにより証券会社が作成している書類は，
1）注文伝票
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2）取ヲ旧記帳
3）受渡計算書
4）総勘定元帳
5) 日計表
6）現金出納帳
7）商品有価証券勘定元帳
8）顧客勘定元帳
9）有価証券預り証
10）受渡有価証券記番号帳
11）保護預り有価証券明細簿
等である。大蔵大臣の承認を受けた場合は，それらの書類の全部又は一部を作
成しないこと，あるいは記載の一部を省略することができるものとされている。
以上の法定帳簿の作成後3年を経過し，かつ大蔵省検査が終了している場合
には，一般に妥当と認められる作成基準により作成したマイクロフィルムによ
り保存することができる旨，大蔵省証券局長通達が出されている。
D社は，以上の法令・通達に従っているが経理規程によって，上記の他，本
支点勘定元帳，預金出納帳，預け金元帳，預り金元帳，有価証券評価損益表，
有価証券損益統括表，信用取引決済元帳，募集日記帳，約定明細表，残高明細
表，再投資明細表，分配金明細表，各部門別の月次損益明細表，商品別の月次
損益明細表等をコンビュータにより作成している。
原始伝票としては，注文伝票，売買伝票，入金票，出金票，振替伝票，経理
伝票，補助伝票等が手書きで作成され，コンビュータへ入力される。
仕訳日記帳は省略されており，仕訳伝票で代用されているが，法定帳簿およ
びその他必要と認める勘定科目については，補助元帳または補助記入帳が作成
されている。
会計帳簿や重要書類の作成保存は，以上の4社を概観したのみでも，全く異
なったものとなっており，企業合理化が進展するにつれて，益々，形を変えて
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いくことが予想される。これらを法令で全社について，一律に規制することは，
困難で、ありまた不適当であるから会計慣行に委ねるとした商法の規定は，妥当
であると思われる。
（注12) デラウェア州会社法220条「株主は正当な目的（properpurpose）のために，株主名
簿，帳簿，書面及び記録（alist of its stockholders, and its other books and records ) 
を閲覧し，その謄本，抄本を作成する権利を有する。」
株主の持株要件は定められておらず，株主固有の権利とされている。株主の閲覧が不
当な目的（inproperpurpose）のためであるとの立証責任は，閲覧を拒む会社側にあ
る。
（注13）カリフォルニア州会社法1601条「株主の書面による請求により，会計帳簿および記録
は（中略）閲覧に供されなければならない」「会社の記録を閲覧する株主の権利は，定
款または業務規則では制限できない。」
（注目一2）ニューヨーク州事業会社法（BusinessCorporation Law) 624条（b）「少なくとも請
求に先立つ6ヵ月前から引続き株主名簿に記載のある株主及び少なくとも発行済社外
株式の5%を保有する者は，書面による請求により，株主の記録を閲覧し，その抄本
を作成する権利を有する。」
（注14) 番場・日下部，前掲。
5 .会社帳簿の閲覧請求事件
商法293条ノ 6では，発行済株式の10分の1以上に当たる株式を有する株主
が，その会社の会計の帳簿および書類を閲覧謄写することを認めている。
しかし293条ノ 7では，株主が会社との競業者であるときなど，株主共同の利
益を害する場合等に該当するケースでは，取締役はこの株主の会計の帳簿及び
書類の閲覧を拒むことができるものとしている。この293条ノ17に該当しないケ
ースでは，取締役が株主の請求を拒むことができない旨，定められている。
昭和25年にこれらの帳簿等の閲覧謄写権が定められて以来，裁判所へ持ち込
まれる事件は閃開しなかったが，平成元年に至って，この少数株主権の行使請
求をめぐって訴訟となった。すなわち東京地裁及び横浜地裁においてそれぞれ
平成元年6月28日と平成3年4月19日にそれぞれ決定および判決が下された。
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何れの事件も株主は発行済株式の10分の l以上の株式を有しており，前者は
会計の書類として，「法人税確定申告書」の閲覧を求めたものであり，後者は広
く会計の書類までも閲覧謄写することを求めたものであった。
裁判所は，会計の帳簿及び書類の意義については，学説上，限定説Cii:l5）と非
限定説（往16）とがあるのを承知した上で何れも限定説に立ち，前者は原告の請求
を退け，後者は原告の請求よりも狭い範囲で閲覧謄写を認めた。
なお後者については原告が控訴し，東京高裁において和解が成立し，地裁よ
りも，広い範囲で閲覧謄写を認めることで、解決している ~rn7Jつまり，一審では
原告が次の書類の閲覧謄写を求めた。
1.決算報告書
2.法人税確定申告書および明細表とその作成資料のすべて
3.総勘定元帳
4.契約書綴り
5. 当座預金照会表
6.①手形帳・小切手帳の控え及び②これらの元帳
7.会計用伝票全部
8.普通預金通帳のすべて
9.現金出納帳
10.①売掛金に関する売上明細補助簿
②請求書控・納品書・領収書控
11.経費・固定資産に関する領収書・請求書全部
12. その他，上記に関する一切の資料
このような株主の請求に対して，被告が争い，結局一審の裁判所は
1.総勘定元帳
2.現金出納帳
3.手形小切手元帳
4.売掛金に関する売上明細補助簿
-93 (241) -
5.会計伝票（ただし，総勘定元帳中の「交際費」及ぴ「広告宣伝費」の項
目に対応する部分）
と判示した。
控訴審で和解した結果
1.総勘定元帳
2.現金出納帳
3.手形小切手元帳
4.振替伝票のすべて
5.売掛金に関する売上売掛台帳（20日締め），入金明細書
6.株取引に関する
① 株式取引受払簿
② 証券会社よりの取引報告書，受渡計算書
の閲覧謄写を認めることになった。
このように原告の請求が退けられて，狭い範囲の閲覧謄写しか認めないのは，
一つには原告の閲覧請求の書面による理由が充分納得されるものでない点，今
一つは，閲覧謄写範囲は限定きれるとする点に立脚していると思われる。
筆者は裁判所が取締役のこのような狭く限定する態度を是認したのは，株主
軽視であり，いやしくも発行済株式総数の10分の l以上の株式を有する大株主
に対しては，原則として自由に広く会計記録の閲覧謄写をして貰うように便誼
を計るのが，受任者としての取締役の義務であり，若し，これによって会社が
損害を蒙むるなどして，株主共同の利益を害するのであれば，これを取締役が
立証して，始めて拒むことができる， と解するのが妥当であると考える。
横浜地裁判決よりも東京高裁での和解の方が，この意味では一歩前進である
と思われる。限定説に立っと，和解調書における「株取引に関する①株式取引
受払簿②証券会社よりの取引報告書，受渡計算書」の如きは，一審の判決にあ
るように，「株取引の当否のような会社の業務執行に係る判断の当否に関する調
査は専ら商法 294条の検査役制度により図られるべきものであるから」「株取引
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が適切・妥当であったかについて疑問がある旨Jの主張を根拠に「会計帳簿の
閲覧を求めることはできない。」という結論になってしまう。そうであれば，高
裁において，たとえ和解をしたとしても，株取引に関する書類の閲覧謄写はで
きないことになってしまう。
高裁が株取引に関する受払簿や報告書・計算書の閲覧謄写を和解調書に入れ
ることを認めたのは，会計の帳簿及び書類について限定がなく，原告と被告と
の合意によって閲覧謄写の範囲を拡大できる，という前提に立っていると解き
れる。限定説に立って，閲覧謄写範囲が商法上で限定されていると解すると，
たとえ当事者が合意しても，法的に許されていないものを，特定の株主に閲覧
謄写を許すと，違法なことを取締役が実行したこととなってしまうからである。
－法人税確定申告書について
一審では何れも，法人税確定申告書について，株主の閲覧謄写の範囲に入ら
ないとしている。これは，会計帳簿作成の資料として，法人税確定申告書が使
用されていないから，会計の書類に当たらないといつことを，根拠にしている
ようである。
たとえば判決によれば「法人税確定申告書は，会計の帳簿を材料として作成
される書類であって，会計帳簿作成の資料となる余地はない。」と述べている。
しかし税引前当期利益に対して，ほぽ50%を納税する制度になっている日本税
制の状況において，このような多額の法人税等を計算する資料や納税申告のた
めの公式書類が，「会計の書類」に当たらないなどとする判断は実態に照らして
甚だ奇妙で、あると言わざるを得ない。
これは一つには，会計の帳簿や書類が限定的にしか閲覧謄写の対象とならな
い，という無理な前提に立っているがためである。
会社のオーナーである株主が会計の帳簿や書類を閲覧謄写するのを拒めるの
は①持株基準に達していないことと，②株主共同の利益を害する虞れのあるこ
と等を取締役が立証した場合に限るとして，その他は，広く閲覧謄写の対象と
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して，取締役は株主権の行使に便誼を図るようにすべきであろう。多額の納税
がどのような計算根拠に立っているのか，そこに誤りはないのか，過年度の納
税分について税務当局がどのような更正決定をしているのか，株主として知る
権利がある。僅かな金額でも会計伝票であれば閲覧謄写権があり，多額で、も納
税申告書と名のつく限り閲覧謄写権がない，と区分けするのが妥当であろうか，
この点について，法人税は株主総会の確定決算に基づいて申告納税をするも
のであるから会計帳簿に基づき決算書類が作成され，取締役会又は株主総会
で承認されないと決算が確定せず，従って納税額は会計帳簿から導き出される
ことはあっても，納税申告書からは導き出きれない， という形式論が主張され
ているグ18)
しかし， 日本企業の実態をみると，株主総会において計算書類が修正された
事例は殆どなく，取締役会で承認した計算書類原案は，そのまま承認されてい
る。そこに計上される法人税等は見込額と称してはいるが，法人税確定申告書
において，詳細な明細表や添付書類を伴って，その時点において計算される最
も正確な税額を計算書類に計上しているのである。
この見込納税額が会計帳簿に記載された後に，取締役会や株主総会の決議で
変更された事例は殆どない。それ程，正確な納税額の計算が行われているので
あり，法人税確定申告書よる計算は精密を極めているのである。
勿論申告調整すべき事項も，添付する明細表ででき得る限り正確に増減額を
計算しているのである。むしろ月次決算で計上している金額の方が概数であっ
て，期末の決算において，これを正確に修正するのであるから，納税申告書や
過年度分に対する税務当局の更正決定額は，会計帳簿や計算書類作成の重要な
資料となっているのである。
納税時点が決算期後， 2カ月内と定められているのは，国庫の資金繰りを苦
しくしないために，株主総会の 1カ月前に早々と納入して貰うという，全く国
や地方公共団体の金ぐり政策の問題に過ぎない。決算書原案の確定は総会の8
週間前に公認会計士や監査役に提出する時点で行われており，これがそのまま
-96 (244) -
公表され，総会は全くのセレモニーになっていることは周知の通りである。総
会が終ってから，税金の計算をして法人税確定申告書を作成して，総務当局に
提出している，などということはないのである。
勿論，後日に至って税務当局が調査のため会社に入り込み，会計帳簿や書類，
帳簿などを点検調査して，税法に違反しておれば前述の如く更正決定を行うこ
とも多いが，それは会社と徴税当局との見解の相違によるところが殆どであり，
見込納税額が概算額で計上されている故ではない。損益計算書に計上される「納
税充当金」「法人税等充当額」等は法人税確定申告書で予め計算した金額が会計
帳簿に記載され，これが計上されるのであって，法人税確定申告書が会計帳簿
作成の資料になることはない， という認識は誤りである。
成程，税法が確定した決算に基づいて申告する原則を採用しているので，一
審の二つの判決にあるように，総会が終了するまで，法人税確定申告書の提出
を1カ月延長できる制度も利用されているが，実際の納税は，決算期後2カ月
内とされており，申告期限の延長の可否に依らず， 2カ月内に正確な金額が納
付されているのである。したがって，正確な納税をするために各社共に，法人
税確定申告書においては，決算期後3カ月内に関催される総会で承認されるこ
とを前提として，計算を綴密に行って決算期後， 1カ月半経過時点で，すでに
後日の過不足の生じないょっにしているものが，殆どである。むしろ法人税確
定申告書や過年度分の徴税当局の更正決定通知書こそが，正確な決算を根拠づ
ける（あるいは虚偽決算の露見する）確かな会計資料なのである。したがって
会計監査人や監査役は，これら税務上の書類を会計監査の重要な閲覧資料とし
て活用しているのが実情である。
少数株主権の行使として，株主が「法人税確定申告書J を閲覧謄写できない
ようでは，この少数株主権の効用は半減するといっても過言ではない。
この根拠を支えている限定説は，会計帳簿作成に当って「直接の資料となっ
た書類」「その他会計帳簿を実質的に補充する書類」を以って，株主の閲覧謄写
の対象としているが，その説に立っても，法人税確定申告書は閲覧対象になる。
-97 (245) -
すなわち，法人税確定申告書は，「その他会計帳簿を実質的に補充する書類」と
なっているのが，日本の企業会計の実情であるからである。
（注15) 限定説は「会計の帳簿」とは商法32条に規定する会計帳簿を指し，「会計の書類」と
は，会計帳簿を作成する材料となった書類その他会計帳簿を実質的に補充する書類を
意味するとする。
鈴木・竹内「会社法（新版） 357頁
大隅・今井「新版会社法論（中） I」492頁
北沢「新版会社法」 573頁
石井「会社法」下巻244頁
和座「新版注釈会社法（9）」 210頁
黒沼「少数株主の閲覧請求の対象となる『会計の帳簿及び書類』の範囲」判例評論
373号217頁以下
（注16) 非限定説は「会計の帳簿」とは会社の経理の状況を示す一切の帳簿」を指すとする。
「会社の書類」とは，会社の経理の状況を示す一切の書類と解し，限定説のように会計
伝票や受取帳迄とせずに，契約書や信書等も含まれるとする。
田中誠二「再全訂会社法詳論」下巻886頁
田中（誠）・吉永栄助・山村忠平「四全訂コメンタール会社法」 1225頁
服部・菅原編「逐条判例会社法全書」 4 （新海兵衛） 196頁
服部・星川編「基本法コメンタール第三版商法2 （菅原菊志） 140頁
小橋「会社法」 289頁，「商法論集 I」281頁
神崎「新版商法I （会社法） 211頁
本間「株主の帳簿閲覧権」鴻他編「演習商法（会社）」 644頁
大隅・大森「遂条会社法解説」 464頁
居林「少数株主の閲覧謄写請求権の対象である『会計ノ帳簿及書類』の意義」金融
．商事判例894号46頁以下
（住17）平成4年4月1日東京高裁民事8部（和解），平成3年（ネ）第1580号・平成3年（ネ）
第1633号
（注18）黒沼前掲 220頁
6 .株主の会計帳簿閲覧権について
日本の商法に株主の会計帳簿閲覧謄写権が導入されたのは，明らかにアメリ
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カ法による各州会社法制に依存し，これに日本的特性を与えたものに他ならな
し五（注19)
確かに日本の株主総会には，悪徳総会屋と称せられる株主層がかつては数千
人存在していて，若し，無条件で会計帳簿を閲覧できるという制度を創設すれ
ば，これらの数千人が連日，会社に押しかけて，会社業務は著しく停滞すると
思われたから，これを少数株主権とすることは止むを得なかったと思われる。
幸いにして，アメリカにおいても，コモンロー上の株主の権利として，会計
帳簿閲覧権が確立されていたとはいうものの，ウィスコンシン州やイリノイ州の
如く各州の会社法においては，少数株主権として持株比率の制限を以てする州
もあった。そこで日本商法に昭和25年に会計帳簿閲覧権を導入するに当って，
発行済株式数の10分の 1以上の株式を有する株主に限定するところとなった。
この10分の 1という持株比率は，立法論としては高すぎるので，さらに切り
（注20)
下げるべきであると思われる。 すでに平成3年には日米構造協議において
も，アメリカ側から，日本商法の改正につきいくつかの提案が出されているが，
その中で，会計帳簿閲覧権についても株主の権利を拡大する方向で改正するよ
うにとの要求が含まれている。持株比率を切り下げることは当然で、あるとして
も，前述の判例の如く法人税確定申告書でさえも，「会計の書類」に当らない，
とする限定説の立場では，アメリカ側を納得せしめないと思われる。
立法論としては，アメリカ各州の会社法を参考として持株比率を，発行済株
式総数の100分の5ないし100分の lに切り下げるのが適当であろうと考えられ
る ~8:21）本来はコモンローにおける如く，会社のオーナーである株主には，常に
会計帳簿や書類の閲覧権があるものとし，株主が自己の資産の現在価値や将来
性につき自己検証をすることができるものとするのが筋だからで、ある ~t1:21)
日本的特性として，悪徳総会屋を排除するという事情のために，少数株主権
とした点や商法293条ノ 7によって，会社が閲覧を拒否できるケースを規定し
たのは肯定できるが，それは，取締役が善良なる株主の利益を守るために，会
計帳簿等の閲覧を拒否できる途を開いたものに過ぎない。
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アメリカにはない監査役制度が日本商法にあり，また検査役による調査制度
も存在するので， 日本商法の株主の会計帳簿閲覧謄写権が，狭くてよいとする
説も有力て、、あるカ＼(i.よi:
して，株主の会計帳簿等の閲覧権を限定的に解するのは，株主保護の趣旨に欠
けるものと言わなければならない。実態的には残念ながら，監査役は，必ずし
も実効性を挙げているとは言い難く，検査役制度の発動を要請した例も稀有で、
ある状態をみると，会社のオーナーである株主の閲覧謄写権を広義に解する方
が，適切で、ある。
昭和49年の商法改正によって，株主権の行使に関する利益供与を禁止し（商
法294条ノ 2），刑罰を以て対処することとしたので（商法497条），悪徳総会屋
は激減したといわれている。その結果，会計帳簿等の閲覧謄写権について，こ
れを強化することとしても，実務上の弊害は，往年におけるものよりは少ない
と思われ，この点からも閲覧謄写の範囲を広義に解する余地も生まれると思わ
れる。
さて閲覧謄写の対象となる会計の帳簿や書類の実態はどうか， という点であ
るが，前述の如く，コンビュータ化やマイクロ写真化が進むなど，往時のもの
とは様変りとなりつつある。会計帳簿と呼び明細簿・補助簿・明細書・明細表
などと名称は様々であるが，会計記録は経営上で必要なものを，各社毎に工夫
し，数多く作成している。これらがコンビュータによって記憶きれ，磁気テー
プなどの電磁的記録によって作成・保存されることになると，株主の閲覧謄写
は，そのままでは見読可能で、はなく，目的が達成できないことも多い。
これにつき株主が会計帳簿等の閲覧謄写の理由を付した書面を会社に提出し
た際に，これに対応する記録を，コンビュータに命令して，株主に見読可能な
状態にして示さなければ，会社としては，商法の要求する義務を果したことに
はならない。幸いオンライン化きれておれば，コンビュータの端末を操作すれ
ば，直ちに株主の要求するデータは，書面に印字されたり，ブラウン管のディ
スプレイに映し出される。これにつきコピーを要求すれば，直ちに複写するな
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り印字するなり，コンビュータで対処できる状態である。
昔ながらの会計帳簿で手書きのものが倉庫にうず高く積まれているものの中
から探し出して，株主の閲覧謄写請求に応じょっとすることの方が，検索のス
ピードの遅いことや，コピーの度合いの不充分さなど，かえって不便なことも
多かろう。
COMによる会計記録の作成・保存が進んでいることも，前述の如くである
が，これにつき，マイクロ写真のヴューアーによって拡大して閲覧することも，
コピーにすることも極めて迅速かつ容易で、ある上に，正確無比で、ある。
かくして文書により作成されたもの，紙の上に記録されたもののみが，会計
の帳簿及び営業上の重要書類であると解する時代は去りつつあると考えられ
る。現実に企業の売上げは，一々会計伝票に記録され，これを会計記録として
仕訳け集計し，紙によって作られた会計帳簿に記録するという往年の作業を一
切省略しているケースも増加している。たとえばPOSシステムにおいては，
商品に付されたバーコードを光学的にコンビュータの端末で、読み取って，これ
を中央のコンビュータが記録集計仕訳けを瞬時にして行い，この記録に基づい
て自動的に当日の売上や翌日以降の分の発注や在庫管理等が進められている。
そこには，会計伝票の記入，転記，仕訳という作業は，人手では行われず，勘
定元帳とか，仕訳帳とか， 日記帳とかの細分化された概念は薄れて，一挙に全
ての記録がコンビュータによって瞬時に行われる。
したがって会計帳簿がどこからどこまでであり，会計帳簿を作成する資料と
なったものはここまでである， というように区切ること自体もまた困難な場合
も多く，かつ無意味な場合も多い。あらゆる記録が混然一体となって記録され
ているが，コンビュータのプログラムによって，整然と整理されて見読可能な
状態にすることが可能となるシステムになっているのである。
会計に関連する情報はあらゆる箇所で発生し，点在していても，コードやキ
ーワードなどによって，分類・集計・アウトフ。ットが行われて，月次決算にも
期末の決算整理にも速やかに対処できる状態になっているのが常である。
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そこへ株主の会計の帳簿や書類の閲覧謄写の請求があっても，充分に対応で
きるシステムを構成しているのであるから，無理に限定的に閲覧範囲を決める
必要性もない。若し，株主共同の利益を害するなどの理由があれば，この点を
会社が立証して，拒むことも容易な筈である。当初から会計の記録を限定的に
閲覧謄写できるものと解して，少数株主権を狭くする必要性は少ないと思われ
る。
勿論，わざわざ汎用コンビュータに入力しなくても，パソコンで対処できる
ものや，手書きの記録で済ませるLものは，従前の形のまま文書類によって作成
保存されているわけであるから，これらについても株主は閲覧・謄写できるわ
けである。各企業のコンビュータ化，マイクロ写真化の進行の度合いによって，
これらの会計記録は様々な形態を取っているのであるから，ケース・パイ・ケ
ースで株主の閲覧謄写に応ずる範囲が株主の要求理由によって決まるのであ
り，決して当初から閲覧対象が限定的であるとする必要もない。
会計に関する一切の記録（それが帳簿と呼ばれようが書類になっていようが，
電磁的記録であろうが，マイクロ写真化きれていようが不問にして）を株主は
閲覧謄写の請求ができるものと解するのが極く自然である。権利の濫用に当る
部分を会社が立証して拒むことは当然できるのであり， 日本的特性を強調し過
ぎないように注意しなければならない。
（注19) 小橋，前掲269頁
アメリカ法における株主の帳簿・書類の閲覧権については，和座，金沢法学l巻l
号60頁以下， 2号181頁以下， 2巻2号154頁以下に詳しい。
（注20) 和座，注釈会社法204頁
（注21) 例えば，ウィスコンシン州事業会社法43条は，株主名簿に登録きれてから 6か月を
経た株主，発行済株式数の 100分の5以上の株式を有する株主に，会社の会計帳簿等
の閲覧謄写権を与えている。
Ballantine“Manual of Cοrporation Law and Practice" p.547 
（注22) 限定説の採るところである。
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富大経済論集第38巻第2号正誤表
ページ 行 誤 正
1 1 1 9 (connec tedness) (connectedness) 
1 4 1 8 および金盤デモグラ… およびデモグラ…
22 3 Cosmaの研究では， Cos masの研究では，
43 脚注l and Jacob, G., and Jacobs, G., 
5 3 3 nessJ_＂）」という ness.”）」という
68 2 2 内外で開塗される 内外で開催される
82 7 初期的にコンビュータ 初期的なコンビュータ
84 13～14 強く作用主匙いる。 強く作用している。
9 1 1 7 支息勘定元帳， 支底勘定元帳，
92 1 8 5.会社帳簿の 5 .会註帳簿の
ノ 23 この293条ノ 17に この293条ノ7に
97 1 6 3カ月内に盟催される 3カ月内に閤催される
98 （注16) 「会社の書類」とは， 「会註の書類」とは，の2
1 0 5 7 （＝合低会社）の場合 （＝合全会社）の場合
1 1 7 4 1991 Cumulatine 1991 Cumulative 
ノ 1 7 Five Language p.862 Five Languages p.862 
